
【様式第1号】

（単位：円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 59,363,340,750   固定負債 30,515,986,016

    有形固定資産 53,067,011,941     地方債等 14,781,859,759

      事業用資産 20,806,984,374     長期未払金 7,470,468

        土地 7,213,057,240     退職手当引当金 2,826,062,199

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 -     その他 12,900,593,590

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 2,250,772,149

        建物 25,562,034,371     １年内償還予定地方債等 1,337,283,823

        建物減価償却累計額 -12,547,190,411     未払金 534,233,192

        建物減損損失累計額 -     未払費用 -

        工作物 777,174,484     前受金 19,886,013

        工作物減価償却累計額 -298,144,910     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 260,044,166

        船舶 -     預り金 59,622,307

        船舶減価償却累計額 -     その他 39,702,648

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 32,766,758,165

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 61,424,267,437

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） -29,487,628,384

        航空機 -   他団体出資等分 -

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 100,053,600

      インフラ資産 30,872,473,485

        土地 683,326,307

        土地減損損失累計額 -

        建物 235,598,415

        建物減価償却累計額 -109,827,373

        建物減損損失累計額 -

        工作物 58,565,928,454

        工作物減価償却累計額 -28,653,809,867

        工作物減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 151,257,549

      物品 4,479,907,973

      物品減価償却累計額 -3,092,353,891

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 2,210,668,997

      ソフトウェア 14,058,644

      その他 2,196,610,353

    投資その他の資産 4,085,659,812

      投資及び出資金 611,545,025

        有価証券 598,937,475

        出資金 12,607,550

        その他 -

      長期延滞債権 294,235,911

      長期貸付金 -9,417,046

      基金 3,030,936,114

        減債基金 430,500,458

        その他 2,600,435,656

      その他 168,713,321

      徴収不能引当金 -10,353,513

  流動資産 5,340,056,468

    現金預金 2,471,355,360

    未収金 749,662,504

    短期貸付金 20,687,744

    基金 2,040,238,943

      財政調整基金 1,860,238,943

      減債基金 180,000,000

    棚卸資産 24,978,593

    その他 41,782,874

    徴収不能引当金 -8,649,550

  繰延資産 - 純資産合計 31,936,639,053

資産合計 64,703,397,218 負債及び純資産合計 64,703,397,218

連結貸借対照表
（平成31年3月31日現在）



【様式第2号】

（単位：円）

    資産売却益 180,614

    その他 59,560,624

純行政コスト 13,530,251,211

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 169,123,705

  臨時利益 59,741,238

  臨時損失 364,823,921

    災害復旧事業費 191,259,565

    資産除売却損 4,440,651

    使用料及び手数料 3,411,808,609

    その他 901,401,796

純経常行政コスト 13,225,168,528

      社会保障給付 3,473,141,929

      その他 119,207,523

  経常収益 4,313,210,405

        その他 209,905,878

    移転費用 7,733,219,568

      補助金等 4,140,870,116

      その他の業務費用 412,554,310

        支払利息 201,220,721

        徴収不能引当金繰入額 1,427,711

        維持補修費 74,728,870

        減価償却費 2,333,530,611

        その他 208,956,612

        その他 470,750,505

      物件費等 5,430,705,836

        物件費 2,813,489,743

        職員給与費 3,112,720,144

        賞与等引当金繰入額 257,562,166

        退職手当引当金繰入額 120,866,404

  経常費用 17,538,378,933

    業務費用 9,805,159,365

      人件費 3,961,899,219

連結行政コスト計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日

科目名 金額



【様式第3号】

（単位：円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分) 他団体出資等分

前年度末純資産残高 33,001,789,123 62,491,540,190 -29,489,751,067 -

  純行政コスト（△） -13,530,251,211 -13,530,251,211 -

  財源 12,329,989,021 12,329,989,021 -

    税収等 7,649,763,557 7,649,763,557 -

    国県等補助金 4,680,225,464 4,680,225,464 -

  本年度差額 -1,200,262,190 -1,200,262,190 -

  固定資産等の変動（内部変動） -1,631,041,713 1,631,041,713

    有形固定資産等の増加 1,165,949,480 -1,165,949,480

    有形固定資産等の減少 -2,382,236,295 2,382,236,295

    貸付金・基金等の増加 345,434,863 -345,434,863

    貸付金・基金等の減少 -760,189,761 760,189,761

  資産評価差額 7,883,000 7,883,000

  無償所管換等 16,186,890 16,186,890

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 110,917,686 538,057,070 -427,139,384 -

  その他 124,544 1,642,000 -1,517,456

  本年度純資産変動額 -1,065,150,070 -1,067,272,753 2,122,683 -

本年度末純資産残高 31,936,639,053 61,424,267,437 -29,487,628,384 -

連結純資産変動計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日



【様式第4号】

（単位：円）

前年度末歳計外現金残高 28,260,783

本年度歳計外現金増減額 1,912,089

本年度末歳計外現金残高 30,172,872

本年度末現金預金残高 2,471,355,360

財務活動収支 -223,748,245

本年度資金収支額 -230,884,570

前年度末資金残高 2,628,653,673

比例連結割合変更に伴う差額 43,413,385

本年度末資金残高 2,441,182,488

    地方債等償還支出 1,375,855,868

    その他の支出 3,895,408

  財務活動収入 1,156,003,031

    地方債等発行収入 1,155,617,487

    その他の収入 385,544

    資産売却収入 48,118

    その他の収入 5,219,364

投資活動収支 -316,410,152

【財務活動収支】

  財務活動支出 1,379,751,276

    その他の支出 -

  投資活動収入 1,229,843,634

    国県等補助金収入 513,993,162

    基金取崩収入 698,560,040

    貸付金元金回収収入 12,022,950

  投資活動支出 1,546,253,786

    公共施設等整備費支出 1,276,024,127

    基金積立金支出 268,391,299

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 1,838,360

    災害復旧事業費支出 191,259,565

    その他の支出 3,157,673

  臨時収入 87,502,230

業務活動収支 309,273,827

【投資活動収支】

    税収等収入 6,827,431,377

    国県等補助金収入 4,576,543,303

    使用料及び手数料収入 3,288,385,233

    その他の収入 827,708,417

  臨時支出 194,417,238

    移転費用支出 7,711,750,408

      補助金等支出 4,141,633,260

      社会保障給付支出 3,473,141,929

      その他の支出 96,975,219

  業務収入 15,520,068,330

    業務費用支出 7,392,129,087

      人件費支出 3,802,523,499

      物件費等支出 3,180,661,435

      支払利息支出 201,411,774

      その他の支出 207,532,379

連結資金収支計算書
自　平成30年4月1日
至　平成31年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 15,103,879,495
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財務書類における注記 

1. 重要な会計方針 
(1) 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 
① 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 
ア 昭和 59 年度以前に取得したもの･･･････････再調達原価 
ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1円としています。 

イ 昭和 60 年度以後に取得したもの 
取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 
取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 
ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1円としています。 

② 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価 
ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 
取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 
取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

(2) 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 
① 満期保有目的有価証券･･････････････････････償却原価法
② 満期保有目的以外の有価証券のうち市場価格のあるもの････････････････時価評価 
③ 満期保有目的以外の有価証券のうち市場価格のないもの････････････････出資金額 
④ 出資金 
ア 市場価格のあるもの･･･････････････････････該当なし 
イ 市場価格のないもの･･･････････････････････出資金額 

(3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 
最終仕入原価法に基づく原価法 

(4) 有形固定資産等の減価償却の方法 
① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 
（ソフトウェアについては、当市における見込利用期間（5年）に基づく定額法によっています。） 
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③ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（重要性の乏しいファイナンス・リース取引を除く） 
･･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

(5) 引当金の計上基準及び算定方法 
① 投資損失引当金 
市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについて、実質価額が
著しく低下した場合における実質価額と取得価額との差額を計上しています。 

② 徴収不能引当金 
未収金については、過去 5年間の平均不納欠損率により徴収不能見込額を計上しています。 
長期延滞債権については、過去 5年間の平均不納欠損率により徴収不能見込額を計上しています。 

③ 退職手当引当金 
健全化判断比率を用い退職手当引当金を計上しており、組合への加入時以降の負担金の累計額

から既に職員に対し退職手当として支給された額の総額を控除した額を加算し算出しております。 

④ 損失補償等引当金 
履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関する法

律に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上しています。 

⑤ 賞与等引当金 
翌年度 6月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額に

ついて、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

(6) リース取引の処理方法 
① ファイナンス・リース取引 
ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（重要性の乏しいファイナンス・リース取引を除きます。） 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 
イ ア以外のファイナンス・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

② オペレーティング・リース取引 
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

(7) 資金収支計算書における資金の範囲 
現金（手許現金及び要求払預金） 
なお、現金には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。 
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(8) 消費税の会計処理 
消費税等の会計処理は、税込方式によっています。 
但し、一部の連結対象団体（会計）については、税抜方式によっています。 

(9) 連結対象団体（会計）の決算日が一般会計等と異なる場合の処理 
決算日と連結決算日の差異が３か月を超えない連結対象団体については当該連結対象団体の決

算を基礎として連結手続を行っていますが、決算日と連結決算日との間に生じた重要な取引については
連結上必要な調整を行っています。また、決算日と連結決算日との差異が３か月を超える連結対象団
体（会計）については仮決算を行っています。 

(10) その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 
① 物品及びソフトウェアの計上基準 

物品については、取得価額又は見積価格が50万円（美術品は300万円）以上の場合に資産と
して計上しています。 
ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。 

2. 重要な会計方針の変更等 
(1) 会計方針の変更 

変更なし 

(2) 表示方法の変更 
変更なし 

(3) 資金収支計算書における資金の範囲の変更 
変更なし 

3. 重要な後発事象 
(1) 主要な業務の改廃 

なし 

(2) 組織・機構の大幅な変更 
なし 

(3) 地方財政制度の大幅な改正 
なし 

(4) 重大な災害等の発生 
なし 
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4. 偶発債務 
(1) 係争中の訴訟等 

なし 

5. 追加情報 
(1) 連結対象団体（会計） 

団体（会計）名 区分 連結の方法 
下水道事業特別会計 地方公営企業会計 全部連結 
水道事業特別会計 地方公営企業会計 全部連結 
奈良県広域消防組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 

奈良県市町村総合事務組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 
奈良県後期高齢者医療広域連合 一部事務組合・広域連合 比例連結 
奈良県広域水質検査センター組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 

南和広域医療企業団 地方公営企業会計 比例連結 
南和広域衛生組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 
大淀町土地開発公社 第三セクター等 全部連結 

大淀町シルバー人材センター 第三セクター等 全部連結 
吉野郡大淀振興センター 第三セクター等 全部連結 

① 一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の対象としていま
す。 

一般会計 
住宅改修資金等貸付金特別会計 
公園墓地維持管理特別会計 
病院事業清算特別会計 

② 地方三公社は、全て全部連結の対象としています。 

③ 第三セクター等は、出資割合等が 50％を超える団体（出資割合等が 50％以下であっても業務
運営に実質的に主導的な立場を確保している団体を含みます。）は、全部連結の対象としていま
す。また、いずれの地方公共団体にとっても全部連結の対象とならない第三セクター等については、
出資割合等や活動実績等に応じて、比例連結の対象としています。ただし、出資割合が 25％未
満であって、損失補償を付している等の重要性がない場合は、比例連結の対象としていない場合が
あります。千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 
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(2) 出納整理期間 
地方自治法第 235 条の 5 に基づき、出納整理期間を設けられている団体（会計）においては、
出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 
なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている団体（会計）との間
で、出納整理期間に現金の受払い等があった場合は、現金の受払い等が終了したものとして調整してい
ます。 

(3) 表示単位未満の取り扱い 
百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。


